




























































































































































1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年
中国四国農政局 182 179 177 186 167 212 一
第三港湾建設局 16！ 135 166 226 191 205 ㎜
中国地方建設局 617 686 657 718 786 1，000 1，035
中国地建営繕部 7 8 10 16 17 15 一
徳　　　島　　　県 1，758 1，646 1，609 L561 1，601 1，823 2，019
香　　　川　　　県 1，285 1，318 1，214 1，321 1，358 L492L763
愛　　　媛　　　県 2，307 2，225 2，199 2，244 2，232 2，606 2，669
高　　　知　　　県 1，960 1，999 2，019 2，031 2，038 2，157 2，287
国鉄・四国総局 122 90 101 140 163 一 一
日本電電公社 129 131 一 一 　 一 一
住宅都市公団 23 19 7 10 12 7 一
日本道路公団 260 384 620 717 668 855 811
本四連絡橋公団 770 1，381 1，898 1，925 1，580 941 110
下水道事業団 71 82 78 50 65 59 一
地域整備公　団 16 12 9 16 24 21 一






































































































































大項目 中　項　目 細　　　目 事　　　　象　　　　例 インパクトｭ現時期＊















景観要素 ・観光資源としての瀬戸大橋 ○ ○ ○


















大項目 中　項　目 細　　　目 事　　　　象　　　　例
インパクト
ｭ現時期＊



















交通パターンの 品目別機関分担 ・農産物輸送機関・ルートの変化 ×
?
○




・移動目的の変化 × △ ○
瀬戸大橋誘発交 ・本州四国間移動交通量：の増大 × △ ○
通量
間接効果 瀬戸大橋影響圏 道路交通の変化 ・既存道路の混雑緩和
? △ ○
における交通量
変化 他の機関の交通 ・フェリー利用の減少 × ○ ○
の変化 ・航空機利用の減少
農林水産業への 出荷量の変化 ・主要産品の出荷量の変化 × △
?
影響 ・主要産品の出荷額の変化 × △
?
出荷先の変化 ・主要出荷先への出荷量の変化 × △
?
企 ・新たな出荷先の開拓 X △
?
農業経営の変化 ・作付面積の変化（品目別） × △ ○
業 ・農家数の変化 × △ ○
・専業・兼業比率の変化 × △ ○
行
工業への影響 工業立地の進展 ・工場の新規立地 △ ○ ○
動 ・既存工場の拡大 △ ○ ○
工業の高付加価 ・業種構成の変化（事業所数，従業者数） △ △ ○




商業への影響 新規立地の進展 ・大規模小売店舗の新規立地 △ ○ ○




大項目 中　項　目 細　　　目 事　　　　象．　　例 インパクトｭ現時期＊
・小売商外数の変化 △ ○ ○




観光への影響 施設規模等の変 ・規模別ホテル・旅館数の変化 △ ○ ○
活 化 ・新たな観光拠点の形成 △ △ ○
行 観光ルートの変 ・新規観光ルートの開発 △ ○ ○?
動
生活行動パター 商圏の変化 ・既存商圏の拡大 ? △ ○
の ンの変化 ・県外買物客の増加 × △ ○
?
都市圏の変化 ・通勤圏の変化 × △ ○
（中心都市・従 ・通学圏の変化 × △
?
化 属地域）
医療圏の変化 ・遠距離通院の増加 × △
?
観光行動の変化 ・観光目的地の変化 △ ○ ○
・観光入込客の変化 △ ○
?
・周遊性の変化 △ ○ ○
農林水産物流動 出荷時期の変化 ・品目別出荷時期の変化 ? △
?
の変化 ・大市場における季節別シェアの変化 ×一 △ ○
輸送機関等の変 ・輸送機関の変化 × ○ ○
化 ・輸送ルートの変化 × ○ ○
交 工業・商業関連 品目，出荷先等 ・入出荷品目の変化 × △
?
物流の変化 の変化 ・入出荷先の変化 × △
?
通
輸送機関等の変 ・輸送機関の変化 × ○ ○
流 化 ・輸送ルートの変化 × ○ ○
動 観光交通流動の 観光交通流動量 ・観光交通流動量の変化 △
?
○
変化 ・出発地別入込客数の変化 △ ○ ○




自動車交通の変 トリヅプ特性等 ・トリップ長の変化 ×
? ?
化 化 の変化 ・トリップ回数の変化 ×
?
○
・発生集中交通量の変化 × ○ ○
・地域間OD交通量の変化 X ○ ○
一150一
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大項目 中　項　目 細　　　目 事　　　　象　　　　例
インパクト
ｭ現時期＊
生産額の変化 産業別生産額の ・農業粗生産額の変化（品目別，総額， × △ ○
変化 1人当たり）




・観光消費額 × △ ○
・域内総生産，純生産 × △
?
雇用機会の変化 就業者・従業者 ・就業者数の変化（産業別） △ △ ○
・従業者の変化 △ △
?
・昼夜間人口比率 △ △ ○
雇用状態 ・有効求人倍率 △ △
?
地 ・初回失業保険受給二二 △ △ ○
域
企業経営の状態 ・企業倒産件数 △ △ ○









年齢構成の変化 ・生産年齢人口の変化 △ △ ○
・老齢化指数 △ △
?
自動車利用の変 保有率等の変化 ・自動車保有台数の変化 × △
?
化 ・自動車保有率の変化 × △ ○
土地利用の変化 地目別面積の変 ・都市計画指定状況の変化等 △ △
?
化 ・地目別土地面積の変化 × △ ○
都市化の進展 ・人口集中地区KDID）面積の変化 × △ ○
・人口集中地区（DID）人口の変化 × △ ○
所得の変化 ・課税対象所得の変化 △ △
?
税収の変化 ・』草ﾅ収入の変化 △ △
?
・地方税収入の変化 △ △ ○
資産価値の変化 地価の変化 ・地目別地価変動（地域別） △ △ ○
物価の低減 ・消費者物価の低減 △ △
?














































1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年
瀬戸大橋車両通行量 一 13，717 10，292 10，003 11，432 11，957
瀬戸大橋特急線バス ㎜ 419 370 255
185 101
JR（瀬戸大橋線） 4，278 10，997 9，879 10，245 10，906 10，681
フェリー・旅客船 22，995 20，836 20，388 20，795 20，880 20，515
航空機（東京・大阪） 4，393 4，375 4，830 5，370 5，663 5，592








車　　　　種 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年92年／88年
普　　　通　　　車 2，864，0962β35，1512．508β582，913，6063，131，673 93
大　　　型　　　車 439，972601，481726，5！0 815，332838，017 90．5
特　　　大　　　車 245，200143，872103，011 114，015 112，317 △54．2
軽　　　　　　等 303，571229，949242，351 278，900228，365 △5．0
合　　　　　　計 3，852，8393，3！0，453 ，580，2304，121，8534．370β72 13．4


















































1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年対87年比
四　国　4　県合計 20，111 28，47226，06224，961 26，00925，63927．5％増
前年比 41．6 一8．5 一4．2 4．2 一1．4
香　　　川　　　県 4，904 10β51 8，265 7，583 8，160 7，94762．1％増
前年比 l11．1 一20．2 一8．3 7．6 一2．6
徳　　　島　　　県 5，171 5，867 5，464 5，406 5，490 5，3723，9％増
前年比 13．5 一6．9 一1．1 1．6 一2．1
愛　　　媛　　　県 6，086 7，581 7，545 7，274 7，548 7，15317．5％増
前年比 24．6 一〇．5 一3．6 3．8 一5．2
高　　　知　　　県 3，950 4，524 4，815 4，711 4，798 5，1773L1％増
前年比 14．5 6．4 一2．2 1．8 7．9
5大観光地計 7，767 11，864 10，526 9，164 9，174 9，57310．4％増
前　年　比 52．7 一IL3 一13．0 0．1 一6．6
栗　林　公　園 955 2，180 1，828 1，316 1，211 1，08613．7％増
前　年　比 128．31 一16，2 一18．0 一8．0 一10．3
屋　　　　　島 1，203 2，132 1，737 1β79 1，304 噛1，231 2．3％増
前　年　比 77．2 一18．5 一20，6 一5．5 一5．6
琴　　　　　平． 3，650 5，200 4，780 4，430 4，628 4，25016．4％増
前　年　比 42．5 一8．1 一7．3 4．5 一82
小　「豆　　島 ■　1，227 1，373』 1，386 1，297F　l，315 1，3！8 7。4％増
前　年　比 11．9 0．9 一6．4 r　　1．4 0．2
五　　色　　台 732 979 795 742 716 6886．0％増























四　　国 域　　　外 85，540 ！00．0 31．2 10L840100．0 29．8 19．1
航空機 24 0．0 0．0 30 0．0 0．0 25．0
鉄　道 560 0．6 0．2 972 0．9 0．3 73．6
自動車 25，272 29．5 9．2 28，520 28．0 8．4 12．9
海　運 59，684 69．8 21．7 72β18 7LO 21．2 21．2
域　　　内 189，912 100．0 68．8 239，5n 100．0 70．2 26．8
鉄　道 LOO5 0．5 0．4 628 0．3 0．2 △37．5
自動車 108，818 57．3 65．9 229β41 95．7 67．2 26．8
海　運 7，089 3．7 2．6 9，542 4．0 2．8 34．6
合　　　計 274，452100．0 ！00．0 341β51 100．0 100．0 24．4
航空機 24 0．0 0．0 30 0．0 0．0 25．0
鉄　道 1，565 0．6 0．6 1，600 0．5 0．5 2．2
自動車 206，090 75．1 75．1 257，861 75．5 75．5 25．1
海　運 66，773 24．3 24．3 8L860240 24．0 22．6
全　国　合　計 5，592．5 100．0 100．06，919．3 100．0 100．0 23．7
航空機 0．7 0．0 0．0 0．9 0．0 0．．0 28．6
鉄　道 83．2 L5 L5 85．7 1．2 1．2 3．0
自動車 5，046．1 902 90．2 6，260．8 90．5 90．5 24．1








































































































































4（6．0） 6（6．3） 6（4．1） 一（一） 一（　一） 16（4．2）






4（6．0） 3（3．2） 6（4，1） 3（5．4） 1（0．2） 17（4．5）
3（6．1） 4（3．4） 13（4．0） 一（　一） 一（　一） 20（3．7）
非常に大きなデメ
潟bト
1（1．4） 一（　一） 一（一） 一（　一） 一（　一） 1（0．2）




13（19．4）！8（18．9） 28（19．2） 3（5．5） 1（5．3） 63（16．5）
10（20．4）32（27．6）79（24．3） 4（16．7） 6（21．4）131（24．2）
仕入販売面で期待 16（23．9）19（20．0）23（15．8） 4（7．3） 一（一） 62（16．2）
1i（22．4）21（18．1）58（17．8） 2（8．3） 1（3．6） 98（17．2）
従業員の増加 一！一） 2（2．1） 3（2．1） 一（　一） 一（　一） 5（1．3）
2（4．1） 4（3．4） 10（3．1） 2（8．3） 一（　一） 18（3．3）
一160一
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利益の増加 4（6．0） 6（6．3） 4（2．7） 一（　一） 一（　一） 14（3．7）
1（2．0） 3（2．6） ！2（3．7） 2（8．3） 2（7．1） 20（3．7）
投資増・事業の拡 7（10．4） 5（5．3） 12（8．2） 2（3．6） 一（　一） 26（6．8）
4（8．2） 6（5．2） 29（8．6） 一（　一） 一（　一） 38（7．0）
新規事業活動に参 一（　一） 6（6．3） 2（1．4） 一（　一） 一（　一） 8（2．1）





10（14．9） 6（6．3） 16（10．9） 1（1．8） 一（　一） 33（8．6）





その他 5（7．5） 9（9．5） 12（8．2） 7（12．7） 一（　一） 33（8．6）




1（1，5） 4（4．2） 4（2．8） 一（　一） 一（　一） 9（2．4）
1（2．0） 10（8，6）31（9．5） 1（4．2） 4（14．2）47（8．7）
間接的影響があっｽ




悪影響があった 5（7．5） 7（7．4） 5（3．4） 5（9．1） 1（5．3） 23（6．0）
一（　一） 4（3．4） 19（5．8） 1（4。2） 一（　一） 24（4．4）
わからない 5（7．4） 2（2．1） 5（3．4） 3（5．4） 一（　一） 15（3．9）

















































































399 ！25 171 ・103’ 388 159 ！76 53
100 31．3 42．9 25．8 100 41．0 45．4 13．7
他の経済圏に組み込まれるよ
､になった
397 88 ！88 121 392 97 206 89
100 22．2 47．4 30．5 100 24．7 52．β 22．7
支店・企業の営業範囲が拡大
ｵた
393 51 122 220 385 76 148 161
100 ！3．0 31．0 56．0 100 19．7 38．4 41．8
支店が社内での格付けが上が
ﾁた
392 18 115 259 一 一 一 一





























雇用機会が増大（減少）した 43 10．7 36 10．3 38 9．8 45 17．6
人口の定住化が促進（停滞）
ｵた
18 4．5 76 30．3 13 3．4 56 21．9
文化・教育機会が増加（減少）
ｵた
88 21．9 6 2．4 87 22．4 4 L6
買い物など生活利便性が向上
i低下）した ！68 4L8 9 3．6 168 43．3 6 2．3
地域格差が是正（拡大）されｽ 78 19．4 74 29．5 60 15．5 82 32．0
農林水産業の振興が促進（停
ﾘ）した
6 1．5 50 19．9 4 1．0 48、 18．8
地場産業の振興が促進（停滞）
ｵた
46 1L4 96 38．2 39 10．1 97 37．9
企業の立地が促進（停滞）しｽ 120 29．9 51 20．3 98 25．3 47 18．4
商業の振興が促進（衰退）しｽ 51 12．7 70 27．9 49 12．6 74 28．9
流通の合理化が促進（停滞）
ｵた
220 54．7 14 5．6 225 58．0 2 0．8
観光などの整備が促進（停滞）
ｵた
228 56．7 34 13．5 229 59．0 15 5．9
合　　　　　　　　計 402 ！00 251 100 388 100 256 100
（注）1．香川県『支店経済等調査報告書』（1994年）により筆者が作成した。
（注）
1．拙稿「『本四架橋』の地域経済に及ぼす影響に関する実証的研究（1）一瀬戸大橋と明石大橋についての
　事例研究」（r立正大学社会福祉研究所年報』第2号，2000年）を参照されたい。
2．大規模開発事業の計画・着工段階における開発効果予測・期待について，筆者は同上の論文で論述
　しているが，さらに拙著『工業化と企業都市の構造変化一千葉県と市原市の実証的研究』（本の泉社，
　1999年）で詳述している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一164一
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3，百十四銀行の調査では開通前に香川県内で投資された公共事業費は，1982年が2，154億円，1983年が
2，770億円，1984年が3，368億円，1985年が3，653億円，1986年が3，398億円，1987年が2，939億円，1988
年が2，362億円と膨大である。
4．財政問題の視点から「本四架橋」問題にアプローチした研究としては，四国学院大学・橋本了一教授
　などの研究成果が興味深い。橋本教授の最：近の論文「本四連絡橋建設の地域社会への影響一公共事業
　の総合的評価へのアプローチ」（『経済』2000年2月号，新日本出版社）は注目に値する。
5．拙稿「『本四架橋』の地域経済に及ぼす影響に関する実証的研究（1）一瀬戸大橋と明石大橋についての
　事例研究」（『立正大学社会福祉研究所年報』第2号）131～132頁を参照されたい。資料は財団法人香川
　県企業振興公社経済研究情報センター編『昭和63年度版香川県の経済一瀬戸大橋の架橋と香川県経済
　の変化』による。
6．正岡利朗著「瀬戸大橋を含む交通基盤整備の地域経済に及ぼすインパクト」（井原健雄編著『瀬戸大
　橋と地域経済一21世紀への架け橋の軌跡と課題』頚草書房，1996年，109～112頁）を参照されたい。
7．『平成5年版香川県の経済』（香川県企業振興公社経済研究情報センター発行）には百十四銀行調査
　部の調査報告「瀬戸大橋架橋5か年の香川県経済の変化」が発表されている。
8．JR四国が各年5月現在の定期券利用者について調査した結果である。
9．百十四銀行調査部『瀬戸大橋架橋5か年の香川県経済の変化』（1993年12月作成）10頁。
10．同上，14～15頁。
11．筆者のこうした評価と異なり，瀬戸大橋の開通後の効果実績を積極的に評価する見地もある。「本四
　架橋」の推進主体であり事業主体でもあった四国地方建設局・日本道路公団高松建設局・本州四国連
　絡公団第二管理局が1996年2月に発表した報告書r本四架橋・高速道路の利用状況とインパクト調査
　一瀬戸大橋開通7年間・四国の高速道路開通10年間の検証』や，四国地方建設局道路計画第二課編
　r本四間の交通流動一平成6年度センサスの分析』（1997年8月）に代表される評価である。
一165一
